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市有財産（旧西図書館）賃貸借契約書（案） 

 

 賃貸人 浜松市 と 賃借人 ○○○○ とは、次の条項により市有財産（旧西図書館）賃貸借

契約を締結する。なお、この契約において用いる用語の意義は、この契約において別段の定

めがあるもののほか、令和７年５月７日付市有財産を活用したインターナショナルスク―ル

事業者募集プロポーザル方式共通募集要項（以下「募集要項」という。）と同じとする。 

 

（信義誠実の義務） 

第１条 賃貸人及び賃借人は、募集要項及びこれに基づき賃借人が提案した旧西図書館を活

用した事業（これらに係る質問回答の結果及びその後の修正を含む。以下「提案事業」と

いう。）の内容を遵守するとともに、信義を重んじ、誠実にこの契約を履行しなければなら

ない。 

 

（貸付物件） 

第２条 賃貸人は、別記１に記載する建物（敷地を含む。以下「貸付物件」という。）を賃借

人に貸し付ける。この場合において、貸付の対象とする範囲は、別記２のとおりとする。 

２ 賃借人は、貸付物件の使用において、別記３に規定する特記事項を了承した上でこれを

借り受ける。 

３ 賃借人は、別記４に掲げる貸付物件内に存する工作物、動産等を当該工作物、動産等の

所有者と事前に協議の上、その同意を得て使用することができる。この場合において、賃

貸人は当該工作物や動産等について、その動作確認を行っておらず、安全性について何ら

保証するものではなく、これらに起因して生じた事故、損害、故障等に関する一切の責任

及び費用は、いかなる責任も負わない。 

 

（使用目的） 

第３条 賃借人は、貸付物件を提案事業の目的でのみ使用し、他の目的には使用しないもの

とする。 

 

（貸付期間） 

第４条 貸付期間は、○年○月○日から○年○月○日までの１０年間とする。 

２ 前項に規定する貸付期間には、原状回復に要する期間を含む。 

３ 賃貸人は、第 1 項の貸付期間が満了する日の１年前から６か月前までの間に、賃借人に

対し、期間の満了により本契約が終了する旨について書面をもって通知することができる。 

４ 本市及び賃借人は、貸付期間が満了する日の１年前から６か月前までの間に、賃借人又

は賃貸人に対して更新をしない旨の通知、又は条件を変更しなければ更新をしない旨の通

知をしなかったときは、従前の契約と同一の条件でさらに１０年間更新されるものとし、

その後も同様とする。 
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５ 前項の通知をした場合であっても、建物の賃貸借の期間が満了した後、建物の賃借人が

使用を継続する場合において、建物の賃貸人が遅滞なく意義を述べなかったときも、同項

と同様とする。 

 

（賃料） 

第５条 賃借人は、賃料として、月額〇〇円（消費税及び地方消費税相当額を含む。）を賃

貸人に支払わなければならない。 

２ 賃料は、貸付期間の満了日前にこの契約を解除したときは、当該年度中に貸付していた

月数により月割り計算する。ただし、貸付期間の初日から契約解除日までの期間が 1 月に

満たないときは、日割り計算する。なお、月割り又は日割り計算した賃料に１円未満の端

数があるときは、その端数は切り捨てる。 

３ 賃貸人は、貸付物件の価格が上昇したとき、賃貸人が貸付物件につき特別の費用を負担 

することになったとき、その他正当な理由があるときは、賃料の増額を請求することがで

きる。  

 

（賃料の支払い） 

第６条 賃借人は、前条の規定による賃料を、次に掲げる納期限までに、賃貸人の発行する

納入通知書により賃貸人に支払わなければならない。ただし、これらの期限が浜松市の休

日を定める条例（平成元年浜松市条例第７６号）第１条の市の休日であるときは、当該市

の休日の翌日をもってその期限とする。 

対象月 納付期限 

4月～6月分 当該年度の4月末日 

7月～9月分 当該年度の6月末日 

10月～12月分 当該年度の9月末日 

1月～3月分 当該年度の12月末日 

 

（修繕等の費用負担） 

第７条 貸付物件の修繕及び維持管理並びにそれらに要する費用負担については、次のとお

りとする。 

(1) 賃貸人は、貸付物件について主要構造部分を除き修繕義務を負わないものとする。 

（2） 賃借人は、貸付物件を安全に使用するために必要な修繕を行い、その費用を負担する。

また、賃貸人の承諾を得て貸付物件を改造する場合の費用も負担する。 

(3) 賃借人は、前号に定めるもののほか、貸付物件を使用するために必要な光熱水費、消

防用設備点検、建築基準法による１２条点検、その他施設の維持管理費等の一切を負

担する。 

 

（遅延損害金） 

第８条 賃借人は、賃料を支払期日までに支払わないときは、浜松市税外収入金の延滞金に
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関する条例（昭和３３年浜松市条例第５号。同条例を改正する条例を含む。）の規定による

延滞金の額の計算の例によって計算した額の遅延損害金を賃貸人に支払わなければならな

い。 

 

（契約不適合） 

第９条 この契約締結後、賃借人は、賃貸人に対し、貸付物件について、契約の内容に適合

しないことを理由とする履行の追完請求、賃料減額請求、損害賠償請求、契約の解除をす

ることができない。 

 

（転貸等の禁止） 

第１０条 賃借人は、賃貸人の承認を得ないで貸付物件に第三者に転貸し又は賃借権その他

の使用又は収益を目的とする権利を設定してはならない。 

 

（貸付物件の変更等） 

第１１条 賃借人は、次の各号のいずれかに該当するときは、事前に詳細な理由を付した書

面をもって賃貸人の承認を得なければならない。 

(1) 貸付物件の増築、改築、移転、改造又は模様替えを行うとき。 

(2) 貸付物件の敷地内に工作物を設置するとき。 

(3) 貸付物件を地域住民等に貸し出す際の要件を規定した利用規約を作成及び変更すると 

き。 

２ 賃借人は、前項第１号又は第２号に掲げる行為を行う場合においては、募集要項記載の

条件を遵守しなければならない。 

 

（物件保全義務等） 

第１２条 賃借人は、常に善良な管理者としての注意をもって貸付物件の維持保存に努めな

ければならない。 

２ 賃借人は、貸付物件の全部又は一部が滅失又はき損した場合は、直ちに賃貸人にその状

況を通知しなければならない。 

３ 賃借人は、消防用設備点検、建築基準法による１２条点検、その他施設の維持管理に必

要な点検等を実施し、その結果を賃貸人に報告しなければならない。 

 

（実地調査等） 

第１３条 賃貸人は、必要があると認めるときは、実地調査を行い、又は賃借人に対し関係

資料の提出若しくは必要な事項の報告を求めることができる。 

２ 賃借人は正当な理由なく前項に規定する実地調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は

関係資料の提出若しくは報告を怠ってはならない。 
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（立入り） 

第１４条 賃貸人は、貸付物件の防火、構造の保全、その他管理上特に必要があるときは、

予め賃借人の了解を得て、貸付物件内に立ち入ることができる。 

２ 賃借人は、正当な理由がある場合を除き、前項の規定に基づく賃貸人の立入りを拒否す

ることはできない。 

 

（違約金） 

第１５条 賃借人は、第１０条から前条までに定める義務に違反したときは、違約金として

違反した年度の賃料に相当する金額を賃貸人に支払わなければならない。ただし、その違

反するに至った事由が賃借人の責に帰すことができないものであると賃貸人が認めるとき

は、この限りでない。 

２ 前項に規定する違約金は、第１９条第１項に定める損害賠償額の予定又はその一部と解

釈しないものとする。 

 

（契約の解除） 

第１６条 賃貸人は、賃借人が本契約に定める義務を履行しない場合、相当の期間を定めて

当該義務の履行を催告したにもかかわらず、その期間内に当該義務が履行されないときは、

本契約を解除することができる。 

２ 賃貸人は、次の各号のいずれかに該当するときには、第４条の規定にかかわらず、６月

前までに書面により賃借人に予告することにより、この契約を解除できる。 

(1) 賃貸人が、公用又は公共用に供するため貸付物件を必要とするとき。  

(2) 賃貸人が、貸付物件が天災等の損傷により、第３条の目的に供することが難しいと判

断したとき。 

３ 賃貸人は、賃借人が次のいずれかに該当するときは、賃借人に何らの催告をすることな 

く直ちにこの契約を解除することができる。 

(1) 賃借人が、この契約の締結又は履行に当たり、不正な行為をしたとき。 

(2) 賃借人（賃借人が複数人であるときは、そのいずれかの者。以下この号において同じ。）

が次のいずれかに該当するとき。 

ア 役員等（賃借人が個人である場合にはその者を、賃借人が法人である場合にはそ

の役員その他貸付契約を締結する権限を有する者をいう。以下この号において同

じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員又は同号に規定する暴力団員でなくなった日から

５年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。）であると認められるとき。 

イ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定す

る暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員等が経営に実質的に関与していると認め

られるとき。 

ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を
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加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用するなどしたと認められるとき。 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する

など直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している

と認められるとき。 

オ 役員等が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していると

認められるとき。 

カ 転貸契約その他の契約に当たり、その相手方がアからオまでのいずれかに該当す

ることを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

キ 賃借人が、アからオまでのいずれかに該当する者を転貸契約その他の契約の相手

方としていた場合（カに該当する場合を除く。）に、賃貸人が賃借人に対して当該契

約の解除を求め、賃借人がこれに従わなかったとき。 

４ 賃借人は、賃貸人が本契約に定める義務を履行しない場合、相当の期間を定めて当該義

務の履行を催告したにもかかわらず、その期間内に当該義務が履行されないときは、本契

約を解除することができる。 

５ 賃借人は、第４条に規定する貸付期間にかかわらず使用目的を終了するときは、使用目

的を終了する日の６か月前までに書面により賃貸人に予告した上で、本契約を解除するこ

とができる。 

 

（暴力団の排除のための協力） 

第１７条 賃借人は、この契約の履行に当たって暴力団員等による不当な行為を受けたとき

は、賃貸人に報告するとともに、管轄警察署への通報その他の暴力団の排除のために必要

な協力を行わなければならない。 

２ 賃借人は、この契約に関する転貸契約その他の契約に際しては、当該契約の相手方に対

し、当該契約の履行に当たって暴力団員等による不当な行為を受けたときは、賃借人を通

じて賃貸人に報告するとともに、管轄警察署への通報その他の暴力団の排除のために必要

な協力を行うよう求めなければならない。 

 

（原状回復） 

第１８条 賃借人は、第４条に定める貸付期間が満了し、又は第１６条の規定による解除の

ため貸付物件を賃貸人へ返還する場合には、貸付期間の満了日又は契約解除日までに、賃

借人の負担と責任にて貸付物件を貸付期間の開始日の原状に回復して返還しなければなら

ない。ただし、賃貸人と賃借人の協議により、原状回復の程度を定めることができる。 

２ 賃借人は、貸付物件の明渡しに際し、賃借人が貸付物件に投じた改良費等の有益費、修

繕料等の必要費その他の費用の償還その他の金銭の支払い及び賃借人が貸付物件に新設又

は付加した工作物、設備等の買取を賃貸人に請求することができない。ただし、第１７条

第２項の規定による解除の場合においては、次条第３項の規定による損失の補償の請求を

妨げない。 
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３ 賃貸人は、賃借人が第１項に定める義務を履行せず、貸付物件に工作物、設備、物品等

残置された物件（以下「残置物」という。）があるときは、賃借人が当該残置物の所有権を

放棄したものとみなして、任意にこれを処分することができる。この場合において、賃貸

人に当該残置物の撤去その他の費用が生じたときは、当該費用を賃借人に請求することが

できる。 

 

（損害賠償等） 

第１９条 賃借人は、この契約に定める義務の不履行により賃貸人に損害を与えたときは、

その損害を賠償しなければならない。 

２ 賃借人は、貸付物件（貸付物件の敷地内に設置された工作物を含む。）の不備又は天災そ

の他の事由による損壊により第三者に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければな

らない。なお、賃貸人が賃借人に代わって賠償の責を果たした場合には、賃借人に求償す

ることができる。 

３ 賃借人は、第１６条第２項に規定する解除権の行使により損失が生じたときは、賃貸人

に対しその損失の補償を求めることができる。 

 

（契約の費用） 

第２０条 この契約に要する費用がある場合は、その費用は賃借人が負担する。 

 

（管轄裁判所） 

第２１条 この契約から生ずる一切の法律関係に基づく訴えは、貸付物件を管轄する地方裁

判所をもって第一審の合意による専属的管轄裁判所とする。 

 

（疑義の決定） 

第２２条 この契約に関し疑義のあるときは、賃貸人と賃借人が協議して決定するものとす

る。 
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この契約の締結を証するため、本書２通を作成し、賃貸人及び賃借人の両者記名押印のう

え、各自その１通を保有する。 

 

 

 

  ○○○○年○月○日 

 

       賃貸人   所在地  静岡県浜松市中央区元城町１０３番地の２ 

             名 称  浜松市 

             代表者  浜松市長 中野 祐介 ㊞ 

 

       賃借人   住 所   

             名 称  〇〇 

代表者  ○○ ○○  ㊞ 
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別記（第２条関係） 

１ 旧西図書館 

造 1979 年完成 耐震性(IS値) 1.07

《土地》
基本情報

代表地番 中央 区 西伊場町2553-1 他 1 筆
台帳
地目

宅地
現況
地目

宅地

延べ面積 1,554 ㎡ 市有面積 ㎡

《建物》
基本情報

主要
構造

鉄筋コン
クリート

2 階 床面積 1,326 ㎡
建築
年

1,554 ㎡ 借地面積 0

 

 

２ 貸付対象範囲 

 上記の貸付物件のうち、別図の赤線で囲われた部分 

 

３ 特記事項 

 （1）土壌汚染関連：本市において、土壌汚染の調査は行っていないこと。 

（2）地中障害物：本市において、地中障害物の調査は行っていないこと。 

（3）埋蔵文化財：貸付対象地は埋蔵文化財包蔵地ではないこと。 

（4）ＰＣＢ関連：本市において、ＰＣＢの調査は行っていないこと。 

（5）敷地内に設置されている貸付対象外エリア等：なし。 

（6）ハザード情報：ハザードマップ（浜松市防災マップ・津波浸水深マップ）にて確認す

ること。 

（7）耐震基準：主要建物（旧西図書館）の耐震性能（IS値）の数値は 1.07 です。 

（8）アスベスト：本市において、アスベストの調査は行っていません。 

(9)賃借人は、貸付物件及び貸付物件に附帯する諸設備等が現状のままの貸付となること

を十分に理解し、貸付物件の使用において、必要となる修繕や整備、安全性の確保につ

いては、自らの負担と責任において行うこと。 

（10）防災拠点としての機能を有することを前提とし、災害に備えて地元自治会との連携

を図るものとする。具体的には地元自治会が所有する物資を常時保管すること等を想定

した上で事業を行うこと。 

(11)その他募集要項及び提案事業の内容を遵守すること。 

 

４ 工作物、動産等（所有者と協議の上、リストを示す。） 



入口

※本市工事にて撤去します

④駐輪場小屋 ⑤看板（屋上）

様式３－１
別図

➀掲示板 ②掲揚旗（ポール） ➂石碑

※本市工事にて撤去します ※本市工事にて撤去します ※本市工事にて撤去します

西図書館

➀

②

➂

④

⑤

※本図面や写真と現地とは異なる場合があります。

現況と異なる場合、貸付時点での現況が優先されます。


